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△ 解約違約金

Q :私は、知人Aに土地を譲渡する契約を
し、手付金300万円を受け取っていました。

ところが、1か月後、B社からその土地を

もっと有利な条件で譲渡してほしいと言われ、

心揺れる毎日です。知人Aに話をしたところ、

手付金の倍返しで契約を解除してくれるとの

ことですが、この違約金は経費となるのでし

ようか。

A:譲渡費用として取り扱われます。

【解説】

譲渡所得の計算上、必要経費として差し引

くことができるのは、取得費と譲渡費用だけ

です。

譲渡費用とは、資産を譲渡するために直接

必要とする費用であり、譲渡のために直接要

した費用及び譲渡価額を増加させるためにそ

の譲渡に際して支出した費用をいいます。

ご質間のように、売買契約を締結している

資産をより有利な条件で譲渡するため、前の

契約の解除に伴い支払われた違約金は、譲渡

費用として取り扱われます。

なお、違約金の中に手付金の返還金に相当

する金額が含まれている場合には、その金額

については、譲渡費用とはなりません。

ご質問の場合、手付金の倍返しでとのこと

ですから、あなたが知人Aに支払う600万

円のうち、違約金相当額300万円は譲渡所

得の計算上、譲渡費用として控除できますが、

残りの300万円は、知人Aより既に受け取

っていた手付金の返却分にすぎず、譲渡費用

とはなりませんので注意してください◎


